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介護労働者の人材確保に関する特別措置法案（三井辨雄君外四名提出、第百六十八回国会衆法第二四号）につい

て、井澤京子議員･木原誠二議員･古屋範子議員･岡本充功議員の質問に対し、山井和則が答弁 

 

○井澤委員 ありがとうございました。 

 市町村が迅速、確実に徴収できるように御協力をお願いしたいと思います。 

 では、限られた時間でございますので、次に、民主党提出法案に対する質疑に移らせていただきたいと思いま

す。 

 介護の現場で働く方々の処遇改善を図ることについては、この法案の趣旨、理念であるということを十分承知

して、私も共感するところでございます。この趣旨、理念、これは本当に理解しながら、介護現場で働く方々の処

遇改善そして社会的評価の向上に大変重要な意味がありますので、それには私もぜひ積極的に取り組ませていた

だきたいと思います。 

 しかし、幾つか確認をしたい内容がこの法案にはあります。こうした働く方々の処遇改善、社会的評価の向上、

これらの問題の解決を図るために提案された今回の法案、先日の審議においてもいろいろと質疑の中で明らかに

されてまいりましたが、その仕組みや実現可能性について幾つか確認をしたいと思います。 

 まず、加算介護報酬についてです。 

 この法案に関しては、政策ペーパーなども拝見させていただきましたが、例えば、この加算介護報酬を受け取

ることができる認定事業所は全体の五〇％と聞いております。そうしますと、残りの半分の、認定事業所になる

ことができない事業所の介護労働者の方々については、何か取り残されてしまうことがあるのではないか。法案

自体では五〇％という数字までは規定はされておりませんけれども、いずれにしても、事業所の規模や経営環境

などを考慮されていないのではないか。 

 単に、事業所の賃金見込み額の平均額が認定基準額以上であるか否かという基準だけで認定される事業所とな

るのではないか、認定される、されない事業所と分けられてしまうのではないか、認定されるところのみに加算

介護報酬が支給される、そういう仕組みになっているのではないかという印象を私は受けました。 

 このような仕組みでは、例えば、いろいろ全国にたくさんの事業所があるわけですから、小規模な事業所や過

疎地域において介護報酬の労働分配率を高めようと経営努力を精いっぱいされている事業者が評価されずに、む

しろ切り捨てられてしまうのではないか、効率的な経営を行いやすい比較的大規模な事業所との格差がかえって

拡大してしまうのではないかと懸念しております。 

 先日の審議においては、提案者の方より、この法案の趣旨は介護職員の賃金を引き上げることであり、介護職

員の賃金が低いか引き上げない事業所にとっては苦しい面があるのは法案の趣旨としてやむを得ないことである

というような答弁もありました。実際、利用者のサービスを確保するという観点から、個々の介護労働者の賃金

水準だけではなく、サービスがしっかりと提供される、その事業者が安定的に経営できるようになることに目を

向けるべきではないでしょうか。 

 実際、小規模な作業所や過疎地域で経営努力されている事業者、こういったところをもっと支援することが大

切なのではないかと思いますが、そのあたりについて提案者の方から趣旨をお伺いしたいと思います。お願いい

たします。 

○山井議員 井澤議員、御質問ありがとうございます。お答え申し上げます。 

 井澤議員の質問の中にも書いてございましたが、なぜ約半数の認定事業所だけに三％加算をするか、そのこと

に関しては、大きく分けて二つ理由がございます。 

 一つは、言うまでもなく、この法案の趣旨であります。趣旨が賃金を引き上げる法案である以上は、賃金を引き

上げるあるいは賃金が高い事業所と低い事業所に関して差をつけないと、法案にならないということです。 

 もちろん、私たち民主党でも最初に議論をしたのは、介護報酬を引き上げましょうという議論をしました。し

かし、そこで出てきた反論は、引き上げる努力をするあるいは賃金が高い、そういうところと、賃金は低くて引き

上げ努力も全くしない、そういうところに平等に大切な国民の税金を一年間で九百億円、今年度でしたら七月一



日からスタートですから六百七十五億円つぎ込むことに国民の理解が得られるだろうかということを考えれば、

やはり賃上げの努力をするところ、やはり賃金が高いところを何らかの形で優遇するという形にならないと、大

切な国民の税金をそこに優先的につぎ込むということに説得力を持たないのではないかということが大きな理由

でございます。 

 ですから、法案の趣旨ということ、二番目が国民の理解ということ、この二点においてこういう制度をさせて

いただきました。 

 そこで、井澤議員は、大規模と小規模の事業所の格差ということですが、平成十九年の賃金構造基本調査結果

によりますと、事業所の規模と介護労働者の賃金は必ずしも比例しているわけではありません。小規模な事業所

は大規模な事業所に比べて加算介護報酬が受けにくくなって、だから小規模な事業所と大規模な事業所との格差

が拡大するといった事態には必ずしもならないと考えております。 

 また、当初認定を受けていない事業所においても、介護労働者を確保するために、賃金を引き上げて認定を受

けるように努力することが必要になりますので、その結果、介護労働者全体の賃金が底上げされるというふうに

考えております。 

 それで、最後に一つつけ加えますと、例えば、地元京都でもこういう通知が四月二日で出まして、京都にござい

ますキリスト教社会福祉専門学校ではとうとう、介護福祉学科の入学生が昨年十一人、ことし十名で、来年から

は介護福祉学科をもう中止しますという、非常に残念な通達がもう出てきました。もう一刻の猶予もならないと

思います。高齢者がふえていくのに、介護専門学校が、保育科、児童福祉科は学生がふえているけれども、介護福

祉学科は…… 

○茂木委員長 山井君、先日も注意申し上げましたが、質問に真摯に答えてください。 

○山井議員 はい。 

 少ないのでもう募集が停止になる。これは本当に緊急事態だと思っております。その意味で、緊急性にかんが

みて、このような法案を出しました。 

○井澤委員 ありがとうございました。 

 しかし、現実、精いっぱい経営努力をしても賃金をなかなか引き上げることができないという事業者が取り残

されるということを実際に聞いておりますので、そこは必ず認識をしていただきたいと思っております。 

 私、今なぜこういうことを申し上げたかと申しますと、地元のいろいろな施設を回っていく中で、この法案に

ついても私、いろいろと具体的に各現場の声を聞いてまいりました。この民主党法案についても具体的に伺いま

したが、実際、事業所の方からこんな声があります。認定されなかった事業者は労働者の賃金を引き上げること

がなかなかできない、認定されなければ人材確保がさらに難しくなり、倒産してしまう事業所も出てくるのでは

ないかと、心配や不安の声が数多くありました。 

 介護労働者の賃金が上がっても、事業所が倒れてしまっては元も子もありません。労働者の処遇を改善するこ

とは本当に必要だと私も思っておりますが、事業所としても存続できるようにする必要があるのではないでしょ

うか。 

 結局、介護労働者の処遇改善と事業所の経営改善の双方のバランスがあることがまず第一だと思います。そこ

が一番難しいことだとも思います。介護労働者の処遇の底上げにつながるためにはどうしたらいいのか、事業所

の経営の安定、改善を図ることも両輪として考える必要があると思います。 

 幾つか回る中でも、事業者の方、こんな具体的なお話がありました。御存じのように、今世界的な原油高、ガソ

リン価格の高騰が世界市場の中ではあります。とある施設の中ではプロパンガスを使っている。プロパンガスの

代金が年間五百万円だったけれども、去年一年間で一千万円になって、倍になった。このように、実際、施設を運

営する固定費用だけでも倍に上がった。こういうような現実の中で、施設をまず運営させることが大事である、

そのほかにまた賃金を上げることが実際できるかどうか不安でならないという声が実際ありました。 

 こうした状況で、介護労働者の賃金のみに着目した法案を提出する。もう少しバランスよく考えていただくよ

うな具体策があってもいいのかということを指摘させていただきたいと思っております。 

 実際、私もずっと長く社会人をしておりまして、人事の仕事もしており、給与、そして従業員との関係もいろい



ろと現場でやっておりました。介護労働者の例えば給与というのは、事業者と労働者との個々の雇用契約で決め

られるものであり、加算介護報酬の支給があったとしても、一部の労働者の賃金を大きく引き上げる一方で、ほ

かの労働者の賃金を据え置くことは、実際、労働契約、そして雇用契約上でそういうことが現場では起きてしま

うんじゃないかと思います。事業所内に多くの労働者の方、従業員の方がいる。その中で、賃金に大きな開きが生

じ、すべての労働者の賃金が上がるのか、上げられるのかどうかということを再度確認したいと思っております。 

 例えば、事業所の平均賃金が既に基準額を上回っているという事業者があります。当然認定を受けることは可

能になると思います。このような事業所を所有する事業者にとっては、加算介護報酬を受け取っても、その分を

賃金に充てる必要がないと言えばちょっと語弊がありますけれども、ほかの、通常の事業所の運営に回してしま

うという可能性もあると思います。労働者の賃金は上げられないまま、経営者側の施設運営や経営者側の利益の

ために使われてしまうことがあるのではないか、そういうおそれを懸念しておりますので、その辺について提案

者の方の御意見を伺いたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○山井議員 井澤議員、御質問ありがとうございます。御質問にお答えしたいと思います。 

 この民主党の法案では、加算介護報酬を受け取った事業所は、毎事業年度終了後、当該事業年度に介護労働者

に対して支払った賃金の認定事業所における平均額を算出し、都道府県知事または市区町村長に報告しなければ

ならないということになっております。そして、もちろん、これが認定基準額を下回っていれば、これは、正当な

理由がないと認めるときには、必要な措置をとるべき旨を勧告し、それに従わなかったときには認定の取り消し

をすることができることとなっております。 

 また、この法案では、第十五条で、介護事業者は、介護を担うすぐれた人材を確保することにより質の高い介護

サービスを提供することができるよう、介護労働者の賃金引き上げ等の向上に努めなければならないという努力

義務規定を設けております。 

 実は、この件については、昨年九月三十日に賃金引き上げに対する要請書を民主党が受け取ってから、四つの

パターンを検討しました。 

 一番目は、単純に介護報酬を引き上げるパターン。しかし、これはばらまきになりかねず、国民の理解も得られ

ないということで却下されました。 

 二番目。教員人材確保法、田中角栄元総理がやりました、これにちなんで、俸給表というのをつくって、公務員

に準じて介護職員の給料はこれぐらいですよというのを決めようという議論も二番目にしました。しかし、民間

の事業所に対してそこまで型をはめられるのかという議論がありまして、これもあきらめました。 

 三つ目は、人件費比率をある一定以上ということを議論しました。しかし、新しい事業所、古い事業所によっ

て、必ずしも人件費比率だけでははかりづらいということで、今回の法案による平均賃金が介護職員の労働の向

上に一番つながりやすいということで、この法案にいたしました。 

 もちろんそれぞれのタイプで、メリット、デメリットはございます。でも、井澤議員にも御理解いただきたいの

は、そもそも民間ですから、民間の賃金を国の法律によって、幾ら、必ず上げなさいと確実に言うということは、

実はかなり無理があることであります。例えば、トヨタ自動車の企業の賃金を、国会が幾ら力があるといっても、

法律をつくって、引き上げなさい、あるいは幾らにしなさいというところまではなかなかきっちりは介入しにく

い。きっちりは介入しにくいけれども、今の介護人材の危機的な状況は何としても早急に解決せねばならない、

その両方のバランスを考えてでき上がったのがこの法案でございます。 

 井澤議員の御指摘にも一理はあると私は思いますが、かといって、今何もしないということではもう介護現場

が崩壊していくということで、七月一日からこの介護人材確保法を何としても施行したいというふうに思ってお

ります。 

 ありがとうございます。 

    〔委員長退席、田村（憲）委員長代理着席〕 

○井澤委員 お答えいただきまして、ありがとうございます。 

 私の理解の中で、どうしても双方のバランス、片や労働者の処遇改善、片や事業者の経営安定を図らなければ

ならない、その両輪をどうバランスよくしていくかということが、繰り返すようですが、重要だと思います。 



 今御答弁にもありましたように、法案の中に、第十五条、「介護事業者は、」「介護労働者の賃金の引上げ、労働

時間の短縮その他の労働条件の改善に努めなければならない。」と規定されております。「努めなければならない。」

その意義の解釈によっては、いろいろなとらえ方があるかと思います。あくまでも努力義務規定であり、実効性

が担保をされるのかどうか、それを努力規定としてどこまで担保できるのか、そこが非常にあいまいなような気

がします。これでは、実際これが運用されていって、労働条件の改善、ひいては介護労働者の人材確保につながる

のかどうなのか、疑問に思っております。 

 再度、ここのあたりを御説明願いたいと思います。 

○山井議員 井澤議員の御質問にお答えしたいと思います。 

 これは、では、例えばこの第十五条を義務規定にして、必ず賃金を引き上げねばならないというふうにした方

がいいのかどうかということなんですね。そうしますと、先ほども言いましたように、国の法律で民間の、例えば

企業や非営利法人の賃金にある意味でそこまで強く強制力を持たすことが、果たして過剰介入にならないのかど

うかという問題になってまいります。 

 それこそ、義務規定にしてしまったら、この法案がきっかけになって本当につぶれてしまうところが出てきた

ら、これは大変であります。強くやり過ぎても、経営的にもたなくなる危険性がある。弱かったら、何だ、結局ば

らまきじゃないか、国民の大切な税金を使って、年間九百億使いましたが効果はそれほど出ませんでしたでは、

これは国会がうそをついたのかということになります。そこで、その両面を考えた上で、十五条を努力義務規定

ということにさせていただきました。 

 私たち民主党は、そういう結論になりました。ただ、もし与党の方々が、そこを義務規定にして、より確実に引

き上げの担保をとる法案だったら賛成しますよということを本当におっしゃってくださるのでしたら、そういう

協議には応じたいと思います。 
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○木原（誠）委員 大臣、ありがとうございました。 

 総合的にいろいろな角度から取り組んでいかれる、とりわけコミュニティーのあり方、社会構造も含めて対応

をしていかれる、そういう御決意であったというふうに思います。そのことを踏まえながら、民主党の人材確保

法ということについて、提案者の皆さんにも御質問させていただきたいというふうに思います。 

 思いは同じであろうというふうに思います。とりわけこの法案は、山井議員の非常に深い思いがこもったもの

ではないか、このようにも察するわけでありますけれども、とにかく介護現場の職場環境を改善していこう、そ

の思いは共有するわけであります。先ほども申し上げたように、私は、そのためにはやはり、財政の安定性、持続

可能性ということが非常に重要でありますし、新たな仕組みを入れるときには仕組みの実現可能性ということも

非常に重要であろう、こう思っております。 

 思いのこもったものであると思いますけれども、これまでの議論の中でもるるいろいろな問題点が指摘されて

おります。なるべく重ならないようにしたいと思いますけれども、今の二点からお伺いをしてまいりたいという

ふうに思います。 

 まず、制度としての安定性ということについてお伺いをしたいと思います。質問をしてお答えいただこうと思

いましたけれども、少し時間も限られておりますので私の方であれしたいと思いますが、今回の法案を実施する

に当たって必要な予算が九百億円ということで見込まれております。六兆円の給付費のうちの三％を引き上げる、

それが千八百億円だ、介護事業所の半分をカバーする、これによって九百億円、こういう積算になっている、この

ように認識をしております。 

 きょうお伺いをしたいのは、先ほどの議論の中でもありましたけれども、半分、五〇％という議論であります。

五〇％ということの意義について、山井提案者の方から、これは、インセンティブという言葉をお使いにはなら

なかったわけでありますけれども、頑張っている事業所、そうでない事業所、やはり差をつけないとなかなか税



の使い方として理解を得られない、こういう御趣旨の答弁であったというふうに思いますが、それはそうかもし

れません。 

 私は、ただ、ここで質問したいのは、御提案になっている法案では、五〇％の人に認定をするということは確保

されていないのではないかというふうに思っております。 

 つまり、何を言いたいかといいますと、法の第五条においては、平均賃金の見込み額が認定基準額を上回る、唯

一その一つの要件しか入っておりません。その要件を満たせば認定を受けられる構造になっております。という

ことは、およそすべての事業所、これは実績額ではありませんから、平均賃金の見込み額でありますから、私はこ

とし頑張ります、そして必ず認定基準額より上に行きますということを決意した事業所は、ほとんど一〇〇％認

定を受けられるはずであるというふうに私は思っております。 

 この法案では五〇％全く担保されていないというふうに思いますけれども、その点について御答弁をいただき

たいと思います。 

○山井議員 木原委員にお答えをいたします。 

 木原委員も冒頭おっしゃいましたように、賃金の引き上げを早急にせねばならないという思いは同じだと思っ

ております。その中で持続可能性、またその財源の問題をどう手当てするかがポイントなんだと思っております。 

 今お伺いの半数の件ですが、私たちは、全国平均で約半数がクリアできるような基準額をこれから設定しよう

というふうにこの法案では考えております。ですから、もしかしたらそれは結果的には五一％になるかもわかり

ませんし、四九％かもしれません。 

 木原議員がおっしゃったように、見込みが少ないのに、介護報酬三％が欲しいからということで、私も、私もと

いうようなケースが起こらないとはもちろん限りませんが、その件については、先ほど井澤議員に答弁しました

ように、やはりその年度が終わったときには、市町村そして都道府県にその結果を、幾らの平均賃金に結果的に

はなって、見込みとして提出したのとどれぐらいずれがあるかということを報告することになっております。そ

のときに正当な理由がなければ、それはやはり、勧告なり、悪質な場合には加算分を返してもらうということに

なっております。 

 そういう意味では、もちろん、努力をして結果的に追いつかなかったというケースはあると思います。それは

わかりません。例えば、非常に高給取りだったベテランの方が急な事情で年度の最後に急にやめられて、平均賃

金が下がってしまったというようなケースもないわけではないと思いますが、しかし、基本的にはそこは、見込

み額として申請した以上はそれに向かって努力をされるというふうに思っております。 

 以上です。 

○木原（誠）委員 提案者は少し誤解をされているのかなというふうに思います。 

 私が今申し上げたのは認定の段階の話であります。認定の段階の後、実績が出て、それを報告させ、検証する。

その中で、達成できなかったところには一定の返還請求という仕組みが入っている、このことは理解をしており

ます。しかし、私が今申し上げているのは認定の段階であります。 

 この法の四条のところの認定基準額というのを見ますと、これは明らかに「平均額」と書いてあるわけであり

ます。読み上げますけれども、「事業の種類及び地域ごとに、介護労働者の賃金の当該地域における平均額」と書

いてあるわけですね。したがって、今、山井議員は、五〇％にあたかもなるように、基準額を設定するんです、こ

ういう言い方でありましたけれども、法文上そうなっていないわけですね。明らかにこれは、平均額をとってや

ると。ですから、認定基準額というものを、恣意的に行政を動かすことはできないであろうというふうに私は思

っております。 

 そのことを申し上げた上で、多くの、ほとんどすべての介護事業者が手を挙げることは少なくとも可能である

というふうに私は思っております。要するに、見込み額は、私たちはことしは頑張って認定基準額よりも上げま

す、ですから、三％の加算介護報酬をぜひいただいて、事業を効率化し、そして賃金を上げたい、そういう意思を

持ちさえすれば認定を受けることは可能である、私はこのように認識をしております。法文上そうなっていると

言わざるを得ないというふうに思います。 

 私が問題にしたいのは、仮にそうだとすると、皆さんがこの法案の施行に要する費用として九百億円とおっし



ゃっておりますけれども、私は、本来であれば、一千八百億円用意をしておかなければ、この法案は制度として完

結しないというふうに思っています。 

 何が起こるかというと、障害者施策の中で、かつて支援費制度のもとで予算が足りなくなってしまった、年度

途中でそれを補正して増額したということがあったわけですね。その反省を踏まえて、自立支援法をつくって義

務的経費にした、こういうことであります。この予算自体は当初から義務的経費だというふうに思いますけれど

も、しかし、見込みが間違っているとすると、途中で補正が多分必要になってしまうだろうというふうに私は思

います。 

 その点について、私は、そういう意味で財源の安定性、それから継続可能性、非常に危ういものがあるというふ

うに思っておりますけれども、多分、同じ質問をしても今同じ答えになってしまうと思いますので、ちょっと視

点を変えて、九百億円、私は、千八百億円用意しておかないと多分皆さんの趣旨は貫徹できない、こう思っており

ますけれども、皆さん、財源は剰余金だ、こうおっしゃっております。 

 昨年度の介護関連の、剰余金というよりも不用額ですね、経費節減が八百九十一億円あった、したがって、この

九百億円はその八百九十一億円をもって充てるんだという御答弁を先週金曜日の段階でされていたというふうに

思いますけれども、私は、千八百億円に全く足りないと思っております。この財源について御答弁をいただきた

いというふうに思います。 

○山井議員 木原議員、御質問ありがとうございます。お答えさせていただきます。 

 一〇〇％の事業所が賃金を引き上げると言って、そして九百億じゃなくて千八百億になる、私はそれはちょっ

と極端な事例じゃないかなと思っております。もしそうだとしたら、確かに財源は、五〇％より予想外に六〇％

にふえる可能性が私はゼロだとは言いません。しかし、反面、それによってより多くの介護職員の賃金が引き上

がるわけですから、もちろん財源の問題はございますが、一概に悪かったとだけは言えないと思います。 

 逆に、木原議員おっしゃるように、低い場合も逆の意味で問題なんですね。五〇％ぐらいだと思っていたけれ

ども四五％しか上がらなかった、そういう部分もございます。ですから、約半数程度ということを私たちは考え

ております。 

 それで、木原議員、少し誤解があるかと思うんですが、私たちは、何も昨年余ったお金そのものをことしに持っ

てきて今回の予算にしろと言っているのではありません。 

 ただ、事実として、昨年は介護保険に関する厚労省の国庫負担分が八百九十一億余った、二年前は四百九十七

億余った。これだけ介護現場が苦しんでいるのに、逆に、厚労省の持っている介護保険の国庫負担が余った。とい

うことは、今年度も余る可能性はありますね。ですから、まず最初の段階としては、それが余れば当然これに充て

ることができるということを、まず一点目、言っております。 

 ただし、もちろん、余らないケースもあります。その点に関しては、例えば、まさに木原議員の出身であります

財務省からも厚労省は随意契約に対する指摘を受けております。約三千億円随意契約があって高くついている部

分があるから、これを見直すべきという指摘を受けております。基本的に、随意契約を見直せば三〇％ぐらい引

き下げになると言われておりますから、三千億掛ける三〇％で九百億円という財源も捻出できる可能性はありま

す。 

 それと、御存じのように、この法案、一月に出しましたが今日になってしまったために、施行が七月一日に私た

ちはする予定です。ということは、九百億ではなくて六百七十五億です。 

 さらに、ここ五年間、平成十四年度から十八年度の決算によりますと、不用額、わかりやすく言うと余った予算

が一兆三千五百億円あるわけです。もちろんこれがすべてほかに使えるとは申し上げませんが、一兆三千五百億

円という不用額というのも決算のときに出てきているわけです。 

 こういう状況を考えれば、六百七十五億円程度のお金をそこに投入することは、政治家の決断として私は可能

だと考えております。 

 以上です。 

○木原（誠）委員 ありがとうございました。 

 ちょっと議論が混乱しているようでありますから、財源の話と仕組みの話、もう一回整理をしてお伺いいたし



ます。 

 私は、五〇％以上の方が申請してくる可能性があると言ったことについて、多分今、その可能性はある、ただし

現実問題としてそうはならないだろう、こういう御答弁だったというふうに思います。 

 私、申し上げたいのは、これは先ほどの井澤先生の御議論とも一緒で、事業所間の不公平という議論がずっと

あるわけですけれども、申請の段階でこれは恐らく非常な不公平が出るというふうに思います。 

 つまり、平均見込み額が認定基準額を上回るんだという意思表示をして、申請をして、それが申請要件になっ

ているわけでありますね。現在、現時点で賃金がその認定基準額を上回っている介護事業所というのは、基本的

には自動的に私は認定をされるというふうに思います。 

 そして、この認定基準額は、地域ごとではありますけれども、現在の各全事業所の賃金を平均するということ

は、既に現在の賃金額が認定基準額を上回っている事業所というのは大体五〇％ありまして、この五〇％の既に

現在の賃金額が認定基準額を上回っている事業所が申請をしてきたら、この人たちは、努力をしなくても、申請

をすればその瞬間に認定を受け、そして後で皆さんがチェックをするときも、もう既に現在の賃金水準が認定基

準額を上回っているわけですから、返還請求を受けるおそれもないわけですね。 

 したがって、こういう大きな事業所というのは、必ず私は基本的に申請をしてくると思います。それが別に悪

いとは申し上げません。しかし、これらの方々によって、皆さんが用意をした九百億円、施行がずれ込んでいます

から六百数十億円とおっしゃいましたけれども、ことし七月からのこの枠は私は完全に使われてしまうというふ

うに思います。 

 そうすると、本来賃金を上げなければいけない、最も必要としているところに枠が全く余らない状況が出現を

するということを私は非常に危惧をしておりますけれども、その点について御答弁をいただきたいというふうに

存じます。 

○園田（康）議員 ありがとうございます。 

 まず、仕組みの問題でございますけれども、先ほど木原委員からの御指摘で、現在の平均額、これについては、

認定額を既に上回っている事業所までいわば加算給付を支給するという形のものになってしまうのではないかと

いう、御懸念というか御指摘がございました。全くそのとおりでございます。 

 それで、今回のこの法案の中身を考えていただきますと、私どもとしては、介護労働者に対して一定水準、事業

所における介護労働者の賃金の平均額が認定基準を下回らない、こういった賃金を支払う事業所に対して加算介

護報酬を支払うという形であります。山井提案者からの発言をかりれば、やはり、頑張っている、そういったとこ

ろに対してはどんどんこれを支援していこうという政策的な目的を持った法案であるということでございます。 

 では、先ほどちょっと私も気になったんですけれども、現在の平均額がもう既に上回っているところ、これは

もう努力をしなくてもそのまま申請すれば加算介護報酬が受け取れるではないかということでありますけれども、

逆に性善説に立って見ていただければ、現在もう既に平均額を上回っているところの事業所というのは、これは

もう大規模であれ小規模であれ、かなりの努力をされて、そしてそういった介護労働者に対してきちっとした賃

金を上げていらっしゃるんだ、それによってその制度をしっかりと支えていただいているんだというところであ

りますので、そういった既に認定額を上回っている事業所に対しては、すぐれた人材による質の高い介護サービ

スを確保するために既に努力をしているという形になるものでございますので、それについて加算介護報酬を支

給するというのは、何ら私は不合理なことではないというふうに思っておるのと同時に、もう一点、では、認定基

準を上回るために報酬を上げるということ、平均額に上乗せして予定の平均額を申請する、このことがいわば半

数を超えて大量に申請してくるのではないか、おっしゃるとおりでございます。 

 であれば、今回、私どももこの法案を提案させていただいているというものは、この法案が施行されている間

は、いわゆるこの法案によって政策的経費のきちっとした義務的経費化がこれでなされる、したがって、例えば

九百億円任期途中で足りなくなったということであるならば、当然、任期をまたいででもこれは義務的経費化さ

れるわけでありますので、それがきちっと後ほど担保されるという形になってくるのではないかというふうに考

えております。 

○木原（誠）委員 ありがとうございます。 



 やはりこれは、法案の提案者でありますから、法案の提案者として、法案の施行に要する経費は九百億円だと

積算を見込んで、そして恐らく財源をちゃんと手当てをされて提案されているんだろうというふうに思います。

その皆さんが、五〇％であるということを前提に積算をされ、しかし、今の質疑の中であると、この五〇％は六

〇％になるかもしれない、七〇％にもなるかもしれないということを前提に議論されるのは、私は制度の完結性

としてちょっと不安があるというふうに思います。 

 同時に、私が今申し上げたかったことは、既に現在の平均賃金額が認定基準額を上回っている方々が、努力を

せずにと言った意味は非常に不遜な言い方だったかもしれません。この事業者の皆さんは、非常に努力をして賃

金をむしろ一生懸命上げられてきた。ですから、今度、加算介護報酬を受け取れば、その全額は回さないまでも、

ちゃんとまた給与の方に振り向けられるだろう、私はそのことについて何ら疑いを持ちません。 

 ただ、私が努力をせずにと申し上げたのは、この方々たちは、見込み額を設定するに当たって、もう既に基準額

を超えているわけですから、その認定の申請をする段階においては、ほとんど努力を要さずに申請をして、そし

て認定を受けられるということであろうというふうに思います。 

 そして、この認定基準額が平均値であるということは、既に上回っている人たちは五〇％確実に存在するとい

うことです。したがって、この方々が自動的に認定をされる。そして、それをちゃんと活用して給与に回すんだと

いう意思を持ってさえいれば、確実にこの五割の方々は申請をしてくるであろう。そして、その結果によって九

百億円は使われてしまうだろう。そして、現在の平均賃金額が認定基準額を下回ってしまっている皆さんには、

残念ながら回っていく資金が、パイがなくなってしまう。 

 今、園田議員は、これは義務的経費だから後から追加すればいい、こういうことであっただろうというふうに

思いますけれども、私は、今財政状況はそういう状況ではないと正直思います。皆さんは、医師の確保をやらなけ

ればいけない、年金も全額税金でやらなければいけない、こうおっしゃっているときに、その財源が出てくると

はちょっと思えない。少なくとも、仮に出てきたとしても、やはり制度をつくる当初において、明らかに将来財源

の不足が見込まれるような制度の設計というのは、私は、国民の信頼をむしろ損なうんじゃないかなということ

を心配しているわけであります。 

 そこで、財源の話に戻りたいと思います。 

 もちろん、剰余額、不用額が次に回ってくるということはあり得ないわけで、剰余額をそのまま使おうと思っ

ていらっしゃらないということは、私も財務省出身ですからわかります。 

 一つお伺いしておきたいことは、私は前回、年金保険料流用禁止法というのを皆さん出されて、そのときに、同

じように財源の問題、二千億円という財源、あのときも二千億円財源が必要だという議論をしたんですね。今あ

の法案はまだ国会に提出されているわけであります。その財源はどこから出るのかと、私、この場で質問しまし

たからよく覚えておりますけれども、御提案者からの回答は、不足額が出ています、不用額が出ています、これを

回すんです、第一義的にはこれで手当てをしますというのが御回答であったというふうに思います。 

 私は、一粒で二度おいしいということはないんだろうと正直思っております。同じ不用額を財源に見込んで、

年金の運営経費もこの不用額で出す、今回のこの人材確保法についても財源はこの不用額があるじゃないかとい

うのは、やはり一粒で二度おいしいということは、これはいわば国民をだます、またこれも非常に国民の信頼を

損なうことであろうというふうに思いますけれども、その点について御答弁いただきたいというふうに思います。 

○山井議員 木原議員の御質問にお答えしたいと思います。 

 まず最初に、先ほどおっしゃった、半数以上の既に賃金が高いところは簡単にというか、認定が取れて、九百億

円が無駄になるんじゃないかということなんですが、確かにそういう議論も一方ではあると思うんですが、ぜひ

木原議員に考えていただきたいのは、では逆さまに考えて、今既に賃金の高いところには一銭も出しません、賃

金の低いところにだけ加算をしますとなったら、逆にモラルハザードになるんじゃないんですか。今まで努力し

て賃金を高くしていたところには公費は入らない、しかし、理由はどうあるかわかりませんが、賃金の低かった

ところだけを救済するとなったら、党内でもこの議論をしましたが、今まで一生懸命賃金を上げてきたところが

結果的には公費が来なくて損をするということになるのではないかということ。 

 そして、やはり基準額をクリアしているところでも、本当はもっと上げたいんだけれどもというところがある



んですね。だから、十五条の努力義務規定で、そこが報酬が上がればもっと上がると思いますし、さらに、その下

半分と言ったら失礼ですけれども、認定に達しなかったところも、やはり認定されたところの賃金が上がること

によって全体の底上げにもつながっていくんですね。 

 もちろん、これは一〇〇％、一円残らず予算が賃上げにつながる法の仕組みは、木原議員も御理解いただける

と思いますが、無理ですし、民間にそこまで強要することはできないんです。しかし、私たちが過去半年間議論し

て、ここまでやってまいりました。 

 次に、年金保険料流用禁止の件ですが、その質問をされるんでしたら一つ申し上げたいのは、私たちは何度も

年金保険料流用禁止法案は採決をするべきだと言っておりますが、与党がそれに応じてくれません。その年金流

用禁止の民主党の考え方がおかしいというのでしたら、ぜひとも態度をはっきりしていただきたいと思います。 

 そして、不用額を二度使うのはおかしいということですが、先ほど申し上げましたように、過去五年間平均で

一兆三千五百億円の不用額、決算で余った額がある、その中で六百七十五億円というのは、私は不可能な額では

ないと思っております。 

 財務省出身の木原議員ですからおわかりだと思いますが、ここはやはり政治家の決断、財政、制度の安定性ば

かり言っていても、現場ではもう介護福祉学校がどんどんなくなっていっているわけですね。これでは、制度、財

源は安定的だけれども人材で崩壊してしまうということになると思います。どうか御理解をいただければと思い

ます。 
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○古屋（範）委員 十分なお答えではなかったのですが、時間の関係で次の質問に行かせていただきます。最後の

質問に移ります。 

 この介護報酬はあくまでも事業者に対して支給されるものであって、この加算分がお一人お一人の労働者に直

結をしていくかというところが問題だと思います。労働者の賃金は事業者と労働者の個々の雇用契約で決められ

るために、民主党が主張していらっしゃるように、すべての労働者の賃金が二万円上がるという保証はないと思

います。加算介護報酬を受けながら労働者の賃金を上げない事業者が出てこないとも限りません。 

 そこで、加算報酬を支給することによって、そこでその事業者が雇用されているすべての労働者の賃金が本当

に上がるとお考えなのか、事業者に対する補助金になってしまうおそれがないかどうか。またもう一つは、加算

介護報酬の不正な受給について罰則などがなく、ペナルティーがない状況で、この加算介護報酬が適切に労働者

に分配されていくことになるか。この点につきまして、全額公費という、極めて公共性の高い公金についてこの

ような支出がなされるのは非常に問題であると思いますけれども、この点についてお伺いいたします。 

○山井議員 古屋議員の御質問にお答えをいたします。 

 公明党は、福祉に非常に熱心な政党であると敬意を表しておりますし、その中で、きょういろいろ議論されて

おられました古屋議員の御主張には、介護職員の待遇を改善せねばならないということで、かなり重なるところ

は正直言ってございます。ただ、その方法論をどうするかということであろうかと思います。 

 それで、二つお聞きになりまして、不正の問題、そしてすべての労働者の賃金アップにつながるかということ

ですが、そこはまさに第十五条で努力義務として、できるだけこの三％に関しては賃金の上乗せにつながるよう

にしてほしいという、これは立法者の意思を書いてございます。ただし、それが一〇〇％そうなるかということ

に関しましては、先ほど言いましたように、義務規定でもございませんので、強制力が一〇〇％あるというわけ

ではございません。 

 しかし、ここはぜひ御理解いただきたいのは、先ほども答弁しましたように、単に介護報酬を上げる、あるいは

二番目、人件費比率、三番目、俸給表、そして四番目、基準額という、この四つの方式を半年間かけて民主党が考

えたあげく、一番賃上げにつながりやすいであろうということでこの法案を決定したわけです。 



 それで、お願いをするならば、本当でしたら与党にも具体的な法案を出していただいて、どちらの方が限られ

た財源でより賃上げにつながりやすいかという議論ができれば、私は一番理想だったのではないかと思っており

ます。もちろん、民主党案でも不十分な点はあろうかと思いますが、しかし、これを上回る方法論があるかという

と、私はないと思っております。 

 二番目の不正に関しては、これは先ほど答弁しましたように、年度終了後、それをチェックして、正当な理由が

ないものに関してはいろいろ指導とか、最悪の場合には加算介護報酬を返してもらう、そういうペナルティーは

法案に入っております。 

 以上です。 

○古屋（範）委員 介護の現場で働いていらっしゃる方々は、仕事の内容の割に社会的評価が低いですとか、ま

た、現在の賃金水準では将来の生活の設計が立たないといった声が多く聞かれますけれども、このような方々が

自分の仕事に誇りを持って、適切な労働環境のもとで仕事に専念できる状況をつくり上げていく、これは共通の

認識でございます。 

 しかし、そのために、このたび民主党が提案をされているような加算報酬という形ではなく、現場の実態を踏

まえた上で、報酬のあり方のみならず、事務負担の軽減ですとか、また研修機会の充実、人材の需給のミスマッチ

の解消などさまざまな施策を組み合わせて、総合的な対策を講ずる必要があると考えております。 

 政府におかれましては、介護労働者を取り巻くさまざまな課題に、これからも大臣を先頭に迅速に取り組んで

いかれることを希望いたしまして、少し早目ではございますが、質問を終わらせていただきます。 

 ありがとうございました。 
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○岡本（充）委員 今すぐやらなきゃいけないものがあるからこそ、まさにこの提案になっているわけで、一部の

委員からは、民主党案は拙速過ぎるんじゃないかという批判が出ているわけですけれども、そんなことはないわ

けですね。まずやらなきゃいけないこと、今局長が言われたとおりです、まずやらなきゃいけないことは何なの

かという中で民主党案は提案をされたと思うわけですけれども、この批判に対してどのようにお考えになられま

すでしょうか。 

○山井議員 岡本議員にお答えをいたします。三点お答えしたいと思います。 

 まず、拙速ということの批判に対してですが、私は、与党の議員の方が拙速とおっしゃったのは非常にショッ

クを受けております。というのは、もう介護現場は本当に待ったなしなんですね。介護養成学校も定員が減らさ

れたり養成を中止したり、あるいは特別養護老人ホームがオープンしても、人材がいないからフルオープンでき

ないとか、もうこのままでは介護現場は本当に崩壊してしまうんです。 

 九月三十日に要望書を受け取って以来、我が党は、半年にわたって何度も何度も介護保険ワーキングチームを

開いて、どの案がいいだろうかということを、十五万人もの署名というものの重みを感じながら真摯に議論をし、

今回の法案をつくり上げました。しかし残念ながら、自民党、公明党もこの要望書を九月三十日に受け取られた

と思いますが、本当でしたら、やはり自民党、公明党からもその要望書を生かした法案をつくっていただいて、民

主党の考え方はこうだ、与党の考え方はこうだ、どちらがベターだろうかということで、ある意味でお互いに修

正してもいい、やはりそれで一日も早く介護報酬の引き上げを実現するのが私は国会の責任ではないかと思って

おります。 

 その意味では、この間、与党の議員の方々からさまざまな問題点の御指摘もいただきました。しかし、では、こ

の緊急事態、国家の危機において与党としてはどうするのかということが、残念ながら見えてこなかった。来年

四月の介護報酬引き上げというだけでは、それで本当に賃金がそれこそ上がるんですか、事業所はもつんですか、

自己負担がアップして大丈夫ですか、介護保険料がアップしてどうですかということを言い出せば、民主党の法

案よりはるかに、それこそ賃上げになる可能性が低いわけであります。そういう意味では、私は拙速という批判



は全く当たらない。 

 そして二番目としては、今申し上げましたように、やはり与党としてぜひとも法案を出していただきたかった

し、もし現時点で対案がないのであれば、ぜひとも賛成をして、一部修正をしても結構ですから成立をさせたい。

そして、七月一日から介護職員の賃金を上げたい。やはり国会審議が行われているということで少なからず、介

護現場の職員の方々が、賃金が上がるのではないかという期待を正直言って持っておられます。もっと言えば、

この種の議論に関しては、与党もまさか反対はしないだろうというふうに思っておられる方も多いわけですので、

ぜひとも賛成をしていただきたい。 

 そして三つ目、最後になりますが、私たち民主党は、医療崩壊に続いて介護崩壊が起こるということに関して

非常に心配しております。まさに二年前、この場で医療改革法案で強行採決をされて、そのときも、今公費を導入

して医師不足対策をやらないと医療は大変なことになりますよということを私たちは必死に訴えた。でも、与党

はそれに対して応じてくれなかった。その結果、今見たら、やはり二年たってますます医師不足、たらい回し、医

療崩壊が深刻化しているんです。全くこれと同じことが起こります。 

 私は、本当に声を大にして言いたい。やはり今こそ、政治家の決断、政党の決断、国会の存在意義が問われてい

るんです。今こういう緊急事態、国家の危機、これは介護職員の危機じゃないんです、このままでは老後の安心が

確保できないんですよ、介護を支える人がいなくなっているんですから。このことに関して今、国会が方向性を

出さない、そして介護の崩壊をみすみす放置する、来年四月の介護報酬という非常にあいまいな形で放置するこ

とは絶対国会として許されない、そういう強い思いから、私たち民主党はこの法案を提出しました。 

 ぜひとも、与党の皆様にも御賛同いただき、成立をさせていただきたいと思います。 

 ありがとうございました。 

○岡本（充）委員 まさにその思いが、この三月四日、大臣のところにも届けられていると思います、全国老人保

健施設協会から、介護職員に普通の生活を保障できる給与体系が可能になるような介護報酬改定の陳情というこ

とで。 

 介護老人保健施設だけが介護事業者ではありませんが、この介護老人保健施設からの要望書では、介護保険の

施行後、介護報酬改定のたびに収入は減少しており、全老健の緊急実態調査によれば、平成十八年度の全老健全

体の経常損益は五・六％まで低下し、借入金の返済もままならない事態となっている。都道府県の介護老人保健

施設組織でまとめました百五十四万八千九百三十四名の署名をたしか大臣は受け取られているはずです。そして、

都道府県にもこれと同じような内容のものを出しておりまして、本趣旨に賛同した署名は百六十六万三千五百一

人であるというふうにされています。これだけの方が署名をされている。 

 ちなみに、老人保健施設は全国で二十九万五千人の高齢者を受け入れて、十九万人ぐらいのスタッフがみえる

という話でありますが、百六十万人の署名が集まるというのはいかにすごいかということもお考えをいただきた

いと思います。 

 ちなみに、そういう厳しい介護の実態の中で、それぞれの皆さんが鋭意努力をされているということをぜひお

知りいただいて、今度新しく介護療養型老健施設もできるようでありますけれども、この施設との整合性、特に

療養病床を削減してこちらに移行するということでいうと、今回示された大まかな枠の中で介護報酬を見てみま

すと、個室より多床室ほど、また要介護度が上がるほど実は減算をされ、介護療養型医療施設の入所者はほとん

ど要介護度が四もしくは五で占められていることから、一カ月当たりの減収は、二百四十九単位掛ける十円掛け

る三十・二一、七万五千百九十八円になるんじゃないか、およそ二割の減額になるのではないかという声も出て

います。 

 老健から見ると少しどうなのかという声もあるし、逆に、療養病床の減少にもつながらないのではないかとい

う声もあります。そういう意味で、都道府県がそれぞれ、療養病床を減らすのはなかなか難しい、施設側もそう言

っている、こういった中で、本当に厚生労働省が描く道筋が実現をするのかどうか、私は大変に危惧を持ってい

るわけです。それについて私はまず指摘をしておきたいと思いますが、もし保険局長の方から御答弁があればと

思います。 


